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原⼦⼒発電環境整備機構（NUMO）
太⽥ 久仁雄

「包括的技術報告：わが国における安全な地層処分の実現
－適切なサイトの選定に向けたセーフティケースの構築－」（レビュー版）

セッション２ 地層処分に適した
地質環境の選定およびモデル化

NUMO包括的技術報告書（レビュー版）に関する外部専⾨家向け説明会
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第３章の⽬的とアプローチ
○⽬的

○アプローチ（再掲）
 最新の科学的知⾒や技術開発成果に基づき，サイト選定における判断の基本的な考

え⽅や調査・評価技術を体系的に整備していることを提⽰
 段階的に取得する地質環境情報を処分場の設計および安全評価の基盤となる⺟岩の

地質環境モデルとして解釈・統合する技術を保有し，これを展開することが可能であるこ
とを提⽰

 科学的特性の提⽰に係る要件・基準に関する議論を踏まえつつ，全国規模で収集した
最新の地質環境情報などをもとに，わが国の多様な地質環境を処分場の設計および安
全評価の観点から重要となる特徴に着⽬して類型化し，検討対象とする⺟岩を設定

 それぞれの検討対象⺟岩について，全国規模で収集した地質環境データを⽤いて，
断層の存在などの現実的な地質環境条件を考慮しながら，処分場の設計および安全
評価の検討の基盤となる地質環境モデルを提⽰

わが国の多様な地質環境を対象に，三段階のサイト選定における地質環境調査・評価お
よび地質環境モデルの構築を通じて，地層処分に適した地質環境の選定を可能とする技
術基盤が整っていることを提⽰
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１ 地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２ 地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３ 検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４ 将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５ 前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）
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地質環境・地質環境特性とは？
 地質環境は，地層処分の観点から⾒た地下の環境であり，岩盤とそこに含まれる地下
⽔などから構成

 地質環境特性は，地質・地質構造，岩盤の熱的・⼒学的な性質，地下⽔の地球化
学的な性質，地下⽔の流動や物質の移⾏などの性質の総称

好ましい地下深部の地質環境
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三段階のサイト調査とは？
処分地の選定に向けた法律に基づく三段階の調査

処分地の選定

明らかに適性の
劣る場所の除外

安全性が確保できる
場所の存在の確認

安全性が確保
できる⺟岩の確認

⽂献調査 概要調査 精密調査

⽂献の収集・調査 地表での物理探査や
ボーリング調査

地下調査施設での
原位置試験・調査

数⼗km

概要調査地区 精密調査地区

数km程度

⽂献調査範囲
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調査段階と空間スケールとの関係は？
処分場スケールの領域の地質環境特性に影響を与える⾃然現象を考慮する範囲

地下深部における地層処分の観点から好ましい
地質環境特性とその⻑期安定性を確認する範囲

処分場スケールの領域において
処分パネルを設置する範囲
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 地質環境に求められる要件が整理されている
 各要件に影響を及ぼす要因が特定されている
 各要因に対するサイト選定上の対応⽅針が整備

されている
 わが国に地層処分に適した地質環境が存在する

報告書の論証構造（その１）

 地層処分に適した地質環境を選定するための
基本的な考え⽅が整備されている

 サイト調査の項⽬や⽅法論が整備されている
 サイト調査の各段階の進め⽅が整備されている
 サイト調査に⽤いる調査・評価技術が整備されて

いる
 サイト調査に必要な技術⼒を保有している

3.1.1項 3.1節 「地質環境が安
全確保に果たす役割」

説明内容１3.1.2項

3.1.3項

3.2.1項
3.2節 「好ましい地質
環境の選定プロセス」

説明内容２
3.2.2項

3.2.3項
(3.3節)
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サイト選定における判断の基本的な考え⽅や調査・評価技術を体系的に整備していること
を提⽰するための論拠として・・・
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２ 地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３ 検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４ 将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５ 前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）

① 地質環境に求められる要件が整理されている
② 各要件に影響を及ぼす要因が特定されている
③ 影響要因に対するサイト選定上の対応⽅針が整備されている
④ 地層処分に適した地質環境が存在する
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①②閉鎖前の地質環境に求められる要件および影響要因
 地層処分技術WG「中間とりまとめ」・「とりまとめ」を踏まえて，処分場の選定から建設・

操業を経て閉鎖に⾄る⼀連の作業の安全確保を最優先にした合理的な実施の観点か
ら要件を整理し，それに影響を及ぼす要因を特定

地質環境に求められる要件 影響要因

⺟岩が第四紀の未固結堆積物ではないこと 深度300m以上の深さにおける第四紀の未固結堆積
物の分布

地下施設の安全性や施⼯性に影響を及ぼす
事象の発⽣可能性が⼩さいこと

地熱・温泉，膨張性地⼭，⼭はね，泥⽕⼭，湧⽔，
有害ガス，地震などの発⽣

地上施設の安全性を損なう事象の発⽣可能
性が⼗分に⼩さいこと ⽕砕物密度流，溶岩流，岩屑なだれなどの発⽣

地上施設の安全性に影響を及ぼす事象の発
⽣可能性が⼩さいこと

軟弱地盤の分布，地盤の変形・変位，地震，津波，
地すべり，⼟⽯流，洪⽔などの発⽣

＊地層処分技術WG「中間とりまとめ」：総合資源エネルギー調査会（2014），地層処分技術WG「とりまと
め」：総合資源エネルギー調査会（2017）
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①②閉鎖後⻑期の地質環境に求められる要件および影響要因
 地層処分技術WG「中間とりまとめ」・「とりまとめ」およびIAEA（2011）の安全要件を

踏まえて，隔離および閉じ込めの基本概念を達成するための安全機能の⻑期的な維
持の観点から要件を整理し，それに影響を及ぼす要因を特定

基本
概念 安全機能 地質環境に求められる要件 影響要因

隔
離

⾃然現象の著しい
影響からの防護

廃棄体を⼈間の⽣活環境に接近あるいは露出させる
ような著しい影響を及ぼす⾃然現象が⽣じないこと

⽕⼭・⽕成活動，
隆起・侵⾷

⼈間接近の抑制 経済的価値の⾼い鉱物資源が存在しないこと 鉱物資源の存在

閉
じ
込
め

放射性物質の
溶出抑制

および
放射性物質の

移⾏抑制

熱環境：地温が低いこと ⽕⼭性熱⽔・深部
流体の移動・流⼊

⽔理場：動⽔勾配が⼩さいまたは岩盤の透⽔性が
低いことにより地下⽔流動が緩慢であること

地震・断層活動，
隆起・侵⾷

⼒学場：圧縮強さや弾性率が⼤きく，クリープ変形
などが⼩さいことにより岩盤の変形が⼩さいこと 地震・断層活動

化学場：地下⽔は,⾼pHあるいは低pHではない，
酸化性雰囲気ではない，炭酸化学種濃度が0.5
mol/L以上とならないこと

⽕⼭性熱⽔・深部
流体の移動・流⼊，
地震・断層活動，
隆起・侵⾷
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③閉鎖前の影響要因に対するサイト選定上の対応⽅針
 閉鎖前の安全確保における影響の程度を考慮し，地層処分技術WG「とりまとめ」を踏

まえるとともに，原⼦⼒関連施設や⼟⽊構造物などにおける既存の対策事例を参考に
対応⽅針を決定

地質環境に求められる要件 影響要因 対応の基本的な考え⽅ ⽂献
調査

概要
調査

精密
調査

⺟岩が第四紀の未固結堆
積物ではないこと

第四紀の未固結
堆積物の分布

深度300m以上の深さに第四紀の未
固結堆積物が分布する地域の除外

地上施設の安全性および地
下施設の安全性や施⼯性
に影響を及ぼす事象の発⽣
可能性が⼩さいこと

地熱・温泉や地
震などの発⽣，
軟弱地盤の分布，
地盤の変形・変
位など

 操業期間中の影響の程度・範囲
の把握

 影響を低減するための情報化施
⼯技術の適⽤や地上施設の設
置位置の検討

地上施設の安全性を損なう
事象の発⽣可能性が⼗分
に⼩さいこと

⽕砕物密度流，
溶岩流，岩屑な
だれなどの発⽣

 操業期間中の影響範囲の把握
 影響を回避するための地上施設
の設置位置の検討

広域

処分場

広域

処分場

パネル

広域

処分場
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③閉鎖後⻑期の影響要因に対するサイト選定上の対応⽅針
 閉鎖後⻑期の安全機能の維持の観点から，これまでに⽰された著しい影響などへの対

応に加えて，緩慢・累積的な影響についても考慮して対応⽅針を決定

地質環境に求められる要件 影響要因 対応の基本的な考え⽅ ⽂献
調査

概要
調査

精密
調査

 廃棄体を⼈間の⽣活環境
に接近あるいは露出させる
ような著しい影響を及ぼす
⾃然現象が⽣じないこと

 地温が低いこと
 地下⽔流動が緩慢である

こと
 岩盤の変形が⼩さいこと
 地下⽔は，⾼pHあるいは

低pHではない，酸化性雰
囲気ではない，炭酸化学
種濃度が0.5mol/L以上
とならないこと

⽕⼭・⽕成活動，
⽕⼭性熱⽔・深
部流体の移動・
流⼊，地震・断
層活動，隆起・
侵⾷

 著しい影響が及ぶ範囲の除外
 適格性が劣る地質環境特性の
範囲の除外

 緩慢・累積的な影響に伴う地
質環境特性の⻑期変遷の把握

 影響を考慮した適切な⼯学的
対策の検討

 安全評価による放射性物質の
溶出・移⾏抑制機能の維持の
確認

 放射性物質の溶出・移⾏抑制
機能が期待できない場合は，
当該サイトの除外

経済的価値の⾼い鉱物資源
が存在しないこと 鉱物資源の存在 経済的に価値が⾼い鉱物資源が

地下に存在する範囲の除外

広域

処分場

パネル

広域

処分場

パネル

広域

処分場
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④地層処分に適した地質環境の存在
 全国規模で収集した最新の科学的知⾒に基づき，わが国の地下深部に広く認められる

地質環境特性を整理
好ましい地質環境特性 地下深部で広く認められる地質環境特性

熱環境 地温が低いこと ⽕⼭地域などの⾼温異常域を除けば，地温勾配は
3〜5℃/100m程度

⽔理場 地下⽔流動が緩慢であること
動⽔勾配は0.001〜0.01オーダー，透⽔係数は
10-12〜10-6m/sオーダーで深度とともに減少し，
低透⽔係数の岩盤に伴って⼤きな動⽔勾配が発⽣

⼒学場 岩盤の変形が⼩さいこと 岩盤の圧縮強度や弾性率が⼤きく，⻑期的なクリー
プ変形量は設計で対応可能な範囲内

化学場
地下⽔は，⾼pHあるいは低pHでは
ないこと，酸化性雰囲気ではないこと，
炭酸化学種濃度が0.5mol/L以上
とならないこと

地下⽔は，pH6〜9程度で還元性雰囲気が維持さ
れ，炭酸化学種濃度は最⼤0.1mol/L程度
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④地層処分に適した地質環境の事例
 好ましい地質環境特性が⻑期にわたり維持されている事例として・・・
 幌延地域では，隆起・侵⾷や海⽔準変動などの影響を被ったにもかかわらず，地下

深部の低透⽔性の堆積岩中には年代が数百万年程度の古い地下⽔が滞留してお
り，地下⽔のpH・還元環境が⻑期にわたり維持（例えば，中⽥・⻑⾕川，
2010；岩⽉ほか，2009）

 横須賀地域および釧路地域では，泥岩などの低透⽔性の岩盤中には年代が数百
万年程度の古い地下⽔が滞留しており，地下⽔流動が極めて緩慢（例えば，⾺
原ほか，2006；⻑⾕川ほか，2013）

 東濃地域では，断層運動や隆起・侵⾷などの影響を被ったにもかかわらず，新第三
紀堆積岩中のpH・還元環境が⻑期にわたり維持され，ウラン鉱床が約1,000万
年間保持（例えば，Sasao et al., 2006）

 東濃地域では，基盤の⽩亜紀花崗岩中の地下⽔の化学環境には現在までに多少
の変化が認められるものの，地下深部では還元環境は⼤きな変化がなく維持（例
えば，⽔野・岩⽉，2006）

 わが国の地下深部には好ましい特性を有する地質環境が確認されている地域が存在
し，そのような地域は広く分布すると推測
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１ 地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３ 検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４ 将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５ 前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）

①地層処分に適した地質環境の選定の基本的な考え⽅が整備されている
②サイト調査の項⽬や⽅法論が整備されている
③サイト調査の各段階の進め⽅が整備されている
④サイト調査に⽤いる調査・評価技術が整備されている
⑤サイト調査に必要な技術⼒を保有している
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①地層処分に適した地質環境の選定の基本的な考え⽅
 変動帯に位置し，さまざまな⾃然現象が繰り返しあるいは継続的に発⽣しているわが国

において，地層処分にとって好ましい特性が⻑期にわたり維持される地質環境を選定
 過去から現在までの地質学的現象を正しく観察することにより，現在⽣じている現象の
理解を深め，将来の現象を推測することを基本

1 ⽕⼭・⽕成活動，⽕⼭性熱⽔・深部流体の移動・流⼊，地震・断層活動，著しい隆
起・侵⾷，第四紀未固結堆積物の分布，鉱物資源の存在により，明らかに適性が劣
るサイトを法定要件や科学的特性マップの要件・基準に基づき除外

2 ⾃然現象の著しい影響を回避したサイトにおいても緩慢かつ累積的な影響を考慮する
必要があることから，地質環境特性の時間的・空間的な変遷を把握し，好ましい地質
環境特性の安定的な維持を確認

3 将来の発⽣可能性が極めて⼩さい事象でも，安全機能への著しい影響が想定される
場合は，当該事象の発⽣とそれに伴う地質環境の状態変化の起こりやすさを確率論的
に評価



②サイト調査の項⽬

 ⾃然現象の影響の
回避，処分場の⼯
学的実現性および
閉鎖後⻑期の安全
性の確認における
不確実性の低減を
図るために調査・評
価すべき項⽬（要
求事項）を特定

調査・評価の⽬的 求められる調査・評価の項⽬

⾃然現象の
影響の回避の

確認

⽕⼭・⽕成活動  第四紀⽕⼭からのマグマの移動の可能性・範囲
 ⽕⼭（マグマ供給系）の新規発⽣の可能性・範囲

⽕⼭性熱⽔・深部
流体の移動・流⼊  将来の熱⽔･流体による熱的・化学的影響の範囲・規模

地震・断層活動
 活断層の分布および現在から将来の活動性
 断層運動に伴う⽔理学的・⼒学的影響範囲
 地震活動に伴う地質環境の変化

隆起・侵⾷
 将来の隆起・沈降量
 将来の侵⾷量および地形変化
 気候・海⽔準変動

処分場の⼯学的
実現性の確認

および

処分場の閉鎖後
⻑期の安全性の

確認

地質構造
 地下⽔移⾏経路として重要な地質構造の空間分布・形状
 地層・岩体の空間分布・形状
 地層・岩体中の岩相・割れ⽬の空間分布
 放射性核種の移⾏・遅延の場となる微細透⽔構造の形状

熱環境  地温の空間分布
 地層・岩体が有する熱的特性

⽔理場

 ⽔理学的に重要な構造の空間分布
 地下⽔流動域および拡散⽀配域の空間分布
 地層・岩体および⽔理学的に重要な構造が有する⽔理学的特性
 地層・岩体および⽔理学的に重要な構造が有するガス移⾏特性
 ⽔頭および⽔温の空間分布
 微細透⽔構造が有する放射性核種の移⾏・遅延特性

⼒学場  地層・岩体および断層・割れ⽬が有する物理的特性
 地層・岩体および断層・割れ⽬が有する⼒学的特性

化学場

 地下⽔の⽔質・同位体⽐の空間分布
 地下⽔のpH・Eh（酸化還元電位）の空間分布
 地層・岩体中および地下⽔中のガスの性質・分布
 コロイド・有機物・微⽣物の化学的影響
 微細透⽔構造が有する放射性核種の移⾏・遅延特性

地質環境特性の
⻑期変遷

 広域応⼒場の変遷
 地形および地質構造の発達
 地下⽔流動域およびその⽔理学的特性の時間変化
 地下⽔の⽔質形成機構および時間変化
 地層・岩体が有する熱的・物理的・⼒学的特性の時間変化
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②サイト調査の⽅法論
 三段階のサイト調査において，空間スケールおよび対象とする事象やプロセスなどを絞り

込みつつ，その詳細度を⾼めながら展開するため，関係研究機関によりその適⽤性が
確認されたサイト調査の基幹となる⽅法論として・・・
 繰り返しアプローチを適⽤し，地質環境の理解に係る不確実性を把握するととも

に，処分場の⼯学的実現性および閉鎖後⻑期の安全性に⼤きな影響を及ぼす因
⼦（構造やプロセス）を特定し，次段階でその構造やプロセスを優先的に調査・評
価することにより段階的に不確実性を低減

 地質環境情報の統合化（Geosynthesis）の⼿法を適⽤し，分野間の整合性
やスケール間の連続性に留意しながら地質環境情報を解釈したうえで地質環境モデ
ルとして統合することにより，地質環境の理解や不確実性の程度に係る認識を処分
場の設計や安全評価と共有

 三段階のサイト調査において，⼀貫性のある品質マネジメントを実践することにより，地
質環境調査・評価とその成果物が要件や要求事項を満⾜することを確認

 三段階のサイト調査において，サイト環境条件に応じてその時点で利⽤可能であり，⽬
的に対して最適かつ最も信頼性の⾼い技術を適⽤して地質環境調査・評価を実施
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③サイト調査の段階的な展開
⽂献調査の段階：応募等区域およびその周辺地域を対象に，⾃然現象の著しい影響の
回避などの観点から，概要調査地区としての適格性が明らかに劣る範囲を除外するととも
に，広域スケールの地質環境モデルを構築し，その結果を踏まえて概要調査地区を選定

精密調査の段階：精密調査地区において，地表から調査や地下調査施設での試験を通
じて，候補⺟岩の特性に係る不確実性の低減とともに，処分場・パネルスケールの地質環
境モデルの詳細化を図り，閉鎖後⻑期の安全評価の結果を踏まえて候補⺟岩の地層処
分への適性を確認

概要調査の段階：概要調査地区およびその周辺の地域において，⼀連の調査・評価を通
じて概要調査地区としての適格性の評価結果の妥当性を確認するとともに，広域・処分
場スケールの地質環境モデルを更新・構築し，地質環境特性とその⻑期変遷の評価に加
え，環境影響や経済性の観点も考慮して精密調査地区を選定



③サイト調査の
各段階の進め⽅

 地層処分に適し
た地質環境の選
定の基本的考え
⽅および⽅法論
に基づき，各段
階における地質
環境調査・評価
の進め⽅を提⽰

データ解釈，
モデル化・解析・評価

計画
調査

意思決定

Geosynthesis

計画

調査

データ解釈，モデル化・解析・評価

処分場の設計

安全評価

自然現象の著しい影響の評価
地下施設の建設や維持・管理に困難をきたす

要因や意図的でない人間侵入を誘発する可能
性のある要因の評価

地質環境特性とその長期変遷の評価

概
要
調
査

広域的・概略的な地質環境特性と
その長期変遷の把握

概要調査計画の策定

処分場概念の概略検討
結果の確認および更新

処分場の設計や安全評価の観点から影響の大きな不確実性を低減
するために優先的に取得すべき地質環境情報（要求事項）の特定

概要調査計画の
見直し

処分場概念の構築

安全評価

• 人工バリアの概念設計
• 処分施設の概念設計

精密調査地区の選定

精密調査計画の策定

環境影響の回避・低減や経済性などの観点も加えた総合的な評価

処分場の設計や安全評価の観点から影響の大きな不確実性を低減
するために優先的に取得すべき地質環境情報（要求事項）の特定

精密調査

• 地表踏査
• 水文調査
• 微小地震観測
• 物理探査
• 浅層ボーリング調査

など
文献調査における概要調査地区としての

不適格範囲の除外結果の確認

• 第四紀火山の分布・活動性などの評価
• 火山性熱水・深部流体の存在の評価
• 活断層などの分布・影響範囲などの評価
• 隆起・侵食量の評価
• 鉱物資源の存在の評価
• 第四紀未固結堆積物の分布の評価

基盤情報および調査データの整理

基盤情報および調査データの更新
• 深層ボーリング調査
• 高密度物理探査

など

地下深部の地質環境特性と
その長期変遷の把握

• 地質環境モデル（処分場スケール）の妥当性
確認・更新
地質構造・地質環境特性の三次元分布

• 地質環境の長期変遷モデルの妥当性確認・
更新

精密調査地区としての適格性の評価

• 火山・火成活動の活動性・影響範囲の評価
• 火山性熱水・深部流体の流入の影響の評価
• 地震・断層活動の活動性・影響範囲の評価
• 隆起・侵食の速度・量などの評価
• 未固結地山などの分布・力学特性の評価
• 水みちなどの分布・水理特性の評価

• 調査・評価すべき自然現象の影響や地質
環境特性・プロセスの再確認

• 地質構造発達史の整理結果の更新

• 地質環境モデル（広域スケール）の妥当性
確認・更新

• 地質環境モデル（処分場スケール）の構築
• 地質環境の長期変遷モデルの構築

精密調査地区としての不適格範囲の除外

概要調査のフロー
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調査・評価技術 現状の技術レベル・課題 

火
山
・
火
成
活
動 

第四紀火山からのマグマ

の移動の可能性・範囲に係

る調査・評価技術 

・ 第四紀火山の活動特性や形成発達史の把握に係る地質学的手法や火山

体の地下構造の把握に係る地球物理学的・地球化学的手法は整備 
・ マグマの有無の把握に係る地球物理学的手法は陸域を対象に整備／沿

岸部海域は適用性確認を通じた整備が課題 
・ 成層火山やカルデラなどの活動様式に応じたマグマの活動範囲に係る

知見は限定的／知見の拡充が課題 

火山（マグマ供給系）の新

規発生の可能性・範囲に係

る調査・評価技術 

・ 火山活動の時間的・空間的変遷の把握に係る地質学的手法や地下の地震

波速度・熱構造の把握に係る地球物理学的・地球化学的手法は整備 
・ 地殻・マントル内の高温領域の偏在性などを説明するモデルは整備／時

間変化や持続性の評価に係るモデルの信頼性向上が課題 
火
山
性
熱
水
・
深
部
流
体
の
移
動
・
流
入

将来の熱水･流体による熱

的・化学的影響の範囲・規

模に係る調査・評価技術 

・ 火山性熱水の熱的・水理学的・地球化学的な影響の調査・評価は地熱資

源分野で開発された技術の適用が可能 
・ 深部流体などの分布，化学・同位体組成の特徴と判定方法および断層・

構造線との関連性に係る知見は限定的／知見の拡充が課題 
・ 深部流体などの有無や関連する地質構造の把握に係る地球物理学的手

法は陸域を対象に整備／沿岸部海域は適用性確認を通じた整備が課題 
・ 深部流体の分布特性の把握，上昇経路としての断裂系の検出や影響の程

度や範囲の評価などを含む体系的な調査・評価技術の整備が課題 

地
震
・
断
層
活
動

活断層の分布および現在

から将来の活動性に係る

総合的な調査・評価技術 

・ 陸域における地形判読，測地観測，地表地質踏査，トレンチ調査，物理

探査，ボーリング調査などの個別技術は整備 
・ 地表で活断層が未確認の地域において発生した規模の大きな地震後に，

上記の個別技術の組み合わせにより活断層を検出した事例を蓄積 
・ 沿岸部海域における海底地形探査や音波探査などの個別技術は整備／

分解能の向上に向けた技術の高度化が課題 
・ 陸海域で整備された個別技術の組み合わせによる海陸接合部における

体系的な調査・評価技術の適用性確認が課題 
・ 地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性の検出・評価に係る補完的な地

球化学的手法は開発中／調査・評価事例の蓄積が課題 
・ 活断層の分岐・伸展や地質学的に古い時期に形成された断層の再活動に

係る調査事例，模型実験や数値解析などの結果に基づく評価は可能 

④サイト調査に⽤いる
調査・評価技術の
整備（1/2）
 資源開発や建設⼯事

などの分野で実績があ
り，関係研究機関な
どにより開発され適⽤
性が確認された調査・
評価技術について，
現状の技術レベル・課
題を網羅的に整理
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調査・評価技術 現状の技術レベル・課題 

地
質
構
造

地下水移行経路として重

要な地質構造の空間分

布・形状に係る調査・評価

技術 

地層・岩体の空間分布・形

状に係る調査・評価技術 

地層・岩体中の岩相・割れ

目の空間分布に係る調

査・評価技術 

・ 陸域における物理探査やボーリング調査，坑道壁面調査などを組み合わ

せた調査技術は事例研究などを通じて整備 
・ 断層の空間分布の把握に係る三次元物理探査手法は資源開発などで整

備／サイト調査技術の整備の観点から調査事例の蓄積が課題 
・ 海陸接合部の断層などを対象とした物理探査手法は整備／データ解析

手法などの高度化が課題 
・ 沿岸部海域における調査技術は資源開発や学術調査などを通じて整備

／サイト調査技術の整備の観点から適用性確認が課題 
・ 処分場スケールにおける断層や透水性割れ目などの連続性に係る個別

の調査技術は整備／体系的な調査・評価技術の適用性確認が課題 
・ ボーリング孔の掘削・調査技術は事例研究などを通じて整備／脆弱層を

挟在する岩盤を対象とした技術の高度化が課題 
・ 微細な割れ目などの検出技術は基本的に整備／泥水掘削のボーリング

調査・評価技術 現状の技術レベル・課題 

地
質
構
造

地下水移行経路として重

要な地質構造の空間分

布・形状に係る調査・評価

技術 

地層・岩体の空間分布・形

状に係る調査・評価技術 

地層・岩体中の岩相・割れ

目の空間分布に係る調

査・評価技術 

・ 陸域における物理探査やボーリング調査，坑道壁面調査などを組み合わ

せた調査技術は事例研究などを通じて整備 
・ 断層の空間分布の把握に係る三次元物理探査手法は資源開発などで整

備／サイト調査技術の整備の観点から調査事例の蓄積が課題 
・ 海陸接合部の断層などを対象とした物理探査手法は整備／データ解析

手法などの高度化が課題 
・ 沿岸部海域における調査技術は資源開発や学術調査などを通じて整備

／サイト調査技術の整備の観点から適用性確認が課題 
・ 処分場スケールにおける断層や透水性割れ目などの連続性に係る個別

の調査技術は整備／体系的な調査・評価技術の適用性確認が課題 
・ ボーリング孔の掘削・調査技術は事例研究などを通じて整備／脆弱層を

挟在する岩盤を対象とした技術の高度化が課題 
・ 微細な割れ目などの検出技術は基本的に整備／泥水掘削のボーリング



④サイト調査に⽤いる
調査・評価技術の
整備（2/2）
 最新の技術的知⾒に

基づき，個別技術に
ついて，取得データ，
反映先，⽬的，概
要，⼿法，適⽤事
例，有効性，技術
的課題を調査技術シ
ートに網羅的に整理

調査・評価手法： 

（1） ジャッキアップ型 

 ジャッキアップ型を使った掘削作業では，ボーリング孔のある海底面と掘削作業を行う台船の間は，ジ

ャケット（プラットフォームの土台となる構造物）/レグ（ジャッキアップリグの足）や，コンダクター

パイプ（海底の坑井と海上にあるリグの坑口装置をつなぐパイプ）によって繋がっている。このため，

これらの台船を使った掘削作業では，泥水循環を用いたロータリー掘削という点において，陸上掘削作

業とほぼ変わらない（北村・稲田，2010）。 

 ジャッキアップリグの曳航は，他の型式のリグに比べ浮上時の安定性がかなり劣る。曳航が終了し，調

査位置へ入ったらレグを着底させる。各レグに作用する荷重と岩盤強度を比較検討する事によりリグ稼

働時の安定性能を把握するために必要となる。そのため，表層（～約 50m）地質の力学データを測定す

る。海底地形の状態（凹凸等は）レグ設置状況に影響を及ぼすため，各レグが設置する地点の海底地形

を把握する。

調査・評価手法： 

（1） ジャッキアップ型 

 ジャッキアップ型を使った掘削作業では，ボーリング孔のある海底面と掘削作業を行う台船の間は，ジ

ャケット（プラットフォームの土台となる構造物）/レグ（ジャッキアップリグの足）や，コンダクター

パイプ（海底の坑井と海上にあるリグの坑口装置をつなぐパイプ）によって繋がっている。このため，

これらの台船を使った掘削作業では，泥水循環を用いたロータリー掘削という点において，陸上掘削作

業とほぼ変わらない（北村・稲田，2010）。 

 ジャッキアップリグの曳航は，他の型式のリグに比べ浮上時の安定性がかなり劣る。曳航が終了し，調

査位置へ入ったらレグを着底させる。各レグに作用する荷重と岩盤強度を比較検討する事によりリグ稼

働時の安定性能を把握するために必要となる。そのため，表層（～約 50m）地質の力学データを測定す

る。海底地形の状態（凹凸等は）レグ設置状況に影響を及ぼすため，各レグが設置する地点の海底地形

を把握する。

有効性： 

 汀線から深海までの海域でボーリング調査が可能となる。 

 ライザーパイプを用いる掘削方式では，陸上のボーリング同様に掘削泥水を用いた掘削が行えるため，

ボーリング孔が安定した掘削調査を行うことができる。 

 

技術的課題： 

 水深によって使用する台船（足場）が異なる。 

有効性： 

 汀線から深海までの海域でボーリング調査が可能となる。 

 ライザーパイプを用いる掘削方式では，陸上のボーリング同様に掘削泥水を用いた掘削が行えるため，

ボーリング孔が安定した掘削調査を行うことができる。 

 

技術的課題： 

 水深によって使用する台船（足場）が異なる。 

海上ボーリング孔掘削の例
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⑤サイト調査に必要な技術⼒の保有（ITM-TOPAZ⼿法）
 NUMOは，将来10万年を超えるような⻑期の⾃然現象の発⽣可能性とそれに伴う地
質環境の状態変化について，不確実性を定量化し，その起こりやすさを確率論的に評
価する「ITM-TOPAZ⼿法」を開発

専⾨家の意⾒集約による
シナリオの確信度の設定

（重み付け）

RES
プレート運動に
伴う広域的な
事象の変遷

SES
サイト周辺の
ローカルな

事象の変遷

IS
処分施設周辺の
事象とその影響

シナリオの
起こりやすさ
P = 0.168

×
確率空間
分布マップ

（ITM⼿法）
RES-2

SES-1.2

SES-1.3

IS-1.1.2

IS-1.1.3
0.6

0.4

0.7

0.4

1万〜10万年

現在〜1万年

サイト

0.2

0.110万〜100万年
RES-1

SES-1.1
0.3

0.3

IS-1.1.1

シナリオとロジック
ツリーの構築

専⾨家の意⾒による
確信度設定

事象の発⽣
確率の算出

ITM-TOPAZ⼿法の流れとロジックツリーの基本構造（後藤ほか，2014を編集）
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⑤サイト調査に必要な技術⼒の保有（横須賀実証研究）
 NUMOは，サイト調査を展開するための技術的知識や実践的経験を蓄積
ボーリング孔掘削 コア観察

反射法地震探査
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 処分場の設計および安全評価の基盤となる⺟岩
の地質環境モデル構築の進め⽅を明⽰できる

 わが国の多様な地質環境を類型化し，検討対象
⺟岩を設定できる

 地下深部の地質環境の特徴を考慮し，段階ごと
の詳細度に応じた地質環境モデルを構築できる

報告書の論証構造（その２）

 閉鎖後⻑期の安全評価において考慮すべき⾃然
現象の影響を特定し，必要となる基盤情報を整
理できる

3.3.1項
3.3節 「検討対象
⺟岩のモデル化」
説明内容３

3.3.2項

3.3.3項

3.4節 「将来における⾃然現象の
発⽣可能性」
説明内容４

段階的に取得する地質環境情報を処分場の設計および安全評価の基盤となる⺟岩の地
質環境モデルとして解釈・統合する技術を保有していることを提⽰するための論拠として・・・
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１ 地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２ 地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４ 将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５ 前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）

①地質環境モデル構築の進め⽅を明⽰できる
②多様な地質環境を類型化し，検討対象⺟岩を設定できる
③段階ごとの詳細度に応じた地質環境モデルを構築できる
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①候補⺟岩の地質環境モデルの構築の進め⽅
 最新の科学的知⾒に基づき，処分場の設計および安全評価に係る⼀連の検討の基盤

となる，現在の地下深部の地質環境をモデル化するための進め⽅を提⽰
わが国の地質環境に係る最新の科学的知⾒の収集

②地質構造のモデル化
（広域〜処分場〜パネル）

③⽔理地質構造のモデル化
（広域〜処分場〜パネル）

処分場の設計・安全評価のための地質環境モデルの提⽰

⑤微細透⽔構造の
概念モデル化

①検討対象⺟岩の設定／
地質環境の概念の提⽰

全国規模の
地質環境情報

個別地域の
地質環境情報

④地下⽔流動解析
（広域〜処分場）

⑥地下⽔⽔質／熱的・
⼒学的特性のモデル化

検討対象⺟岩の地質環境のモデル化フロー（Ota et al., 2015を編集）
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②検討対象⺟岩の設定（対象・評価項⽬の設定）
1 処分場の選定に際して考慮すべき重要な地質学的事項に対応した地質の特徴を明確

にする観点から，⽇本地質学会（2011）により区分された7岩種を対象
 第四紀堆積岩類，第四紀⽕⼭岩類，新第三紀堆積岩類，先新第三紀堆積岩

類，新第三紀・先新第三紀⽕⼭岩類，深成岩類，変成岩類
2 第四紀堆積岩類および第四紀⽕⼭岩類は，「深度300m以深まで更新世中期以降
の地層が分布する範囲」を包含し，地表の第四紀⽕⼭岩類の約85％は「第四紀⽕
⼭の中⼼から15km以内」に分布
 他の5岩種と⽐較して，処分場の⺟岩として対象となる可能性が相対的に低いと考

えられることから検討対象から除外
3 全国規模で収集した最新の科学的知⾒に基づき，処分場の設計および安全評価の観

点から重要となる特性に着⽬して5岩種の特徴を整理
 処分場の設計：⼀軸圧縮強さ，熱伝導率，有効間隙率
 安全評価：⽔みちの構造，透⽔係数，有効間隙率

4 「第四紀⽕⼭の中⼼から15km以内」を除外した範囲を対象に，産総研「20万分の1
⽇本シームレス地質図」およびYasue et al. (2014) に基づき，地表，深度500mお
よび1,000mにおける5岩種の分布⾯積⽐率を推定

東京
ご意⾒を反映
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②検討対象⺟岩の設定（5岩種の特徴の整理）

地質時代 新第三紀 先新第三紀 新第三紀・
先新第三紀

新第三紀・
先新第三紀

岩種 堆積岩類 堆積岩類 ⽕⼭岩類 深成岩類 変成岩類
地表分布⾯積⽐率 [％] 15 41 18 18 8
深度500m分布⾯積⽐率 [％] 15 40 15 20 10
深度1,000m分布⾯積⽐率 [％] 10 45 10 25 10

⽔みちの構造 粒⼦間隙
割れ⽬

割れ⽬
層理⾯ 割れ⽬ 割れ⽬

岩脈
割れ⽬
⽚理⾯

透⽔係数の代表値 [m/s] 2.9×10-7 4.7×10-7 2.1×10-7 5.5×10-8 4.3×10-8

有効間隙率の代表値 [％] 25〜27 3.5〜6.8 5.4〜7.9 0.8〜1.5 1.2〜6.8
熱伝導率の代表値 [W/mK] 1.6〜1.8 1.4〜1.5 2.4〜2.5 2.8〜2.9 3.3
⼀軸圧縮強さの代表値 [MPa] 9〜28 74〜90 92〜106 108〜110 55〜66
＊分布⾯積⽐率：「第四紀⽕⼭の中⼼から15km以内」，第四紀堆積岩類および第四紀⽕⼭岩類を除外した
範囲を対象に算出



先新第三紀堆積岩類
新第三紀・先新第三紀⽕⼭岩類

変成岩類
第四紀⽕⼭／中⼼から15km範囲

深成岩類

産総研「20万分の1⽇本シームレス地質図」
および「⽇本の⽕⼭第3版」に基づき編集

新第三紀堆積岩類

②検討対象⺟岩の設定
（5岩種の地表分布）
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②検討対象⺟岩の設定（特徴に基づく類型化）
5 新第三紀堆積岩類および深成岩類は，第２次取りまとめの検討結果などに基づくと，

閉じ込めの観点から好ましい地質環境特性を有すると推測され，JAEAの深地層の研
究施設計画における最新の科学的知⾒からも⽀持
 検討対象⺟岩に設定

6 先新第三紀堆積岩類は，⽇本列島の形成においてその⾻格をなす基盤岩として重要
であり，地下深部の地質環境の半分程度を占めると推定され，同じ堆積岩ではあって
も新第三紀堆積岩類とは異なる地質学的特徴
 検討対象⺟岩に設定

7 新第三紀・先新第三紀⽕⼭岩類は，処分場の設計の観点から深成岩類，安全評価
の観点から先新第三紀堆積岩類と類似した特徴
 深成岩類および先新第三紀堆積岩類と同様の対応可能

8 変成岩類は，地表に分布する約89％が変成度の低い結晶⽚岩類および変成度の⾼
い⽚⿇岩類であり，結晶⽚岩類は先新第三紀堆積岩類，⽚⿇岩類は深成岩類と類
似した特徴
 深成岩類および先新第三紀堆積岩類と同様の対応可能

東京
ご意⾒を反映
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地質時代 新第三紀 先新第三紀 新第三紀・
先新第三紀

新第三紀・
先新第三紀

岩種 堆積岩類 堆積岩類 ⽕⼭岩類 深成岩類 変成岩類
地表分布⾯積⽐率 [％] 15 41 18 18 8
深度500m分布⾯積⽐率 [％] 15 40 15 20 10
深度1,000m分布⾯積⽐率 [％] 10 45 10 25 10

⽔みちの構造 粒⼦間隙
割れ⽬

割れ⽬
層理⾯ 割れ⽬ 割れ⽬

岩脈
割れ⽬
⽚理⾯

透⽔係数の代表値 [m/s] 2.9×10-7 4.7×10-7 2.1×10-7 5.5×10-8 4.3×10-8

有効間隙率の代表値 [％] 25〜27 3.5〜6.8 5.4〜7.9 0.8〜1.5 1.2〜6.8
熱伝導率の代表値 [W/mK] 1.6〜1.8 1.4〜1.5 2.4〜2.5 2.8〜2.9 3.3
⼀軸圧縮強さの代表値 [MPa] 9〜28 74〜90 92〜106 108〜110 55〜66

地質時代 新第三紀 先新第三紀 新第三紀・
先新第三紀

新第三紀・
先新第三紀

岩種 堆積岩類 堆積岩類 ⽕⼭岩類 深成岩類 変成岩類
地表分布⾯積⽐率 [％] 15 41 18 18 8
深度500m分布⾯積⽐率 [％] 15 40 15 20 10
深度1,000m分布⾯積⽐率 [％] 10 45 10 25 10

⽔みちの構造 粒⼦間隙
割れ⽬

割れ⽬
層理⾯ 割れ⽬ 割れ⽬

岩脈
割れ⽬
⽚理⾯

透⽔係数の代表値 [m/s] 2.9×10-7 4.7×10-7 2.1×10-7 5.5×10-8 4.3×10-8

有効間隙率の代表値 [％] 25〜27 3.5〜6.8 5.4〜7.9 0.8〜1.5 1.2〜6.8
熱伝導率の代表値 [W/mK] 1.6〜1.8 1.4〜1.5 2.4〜2.5 2.8〜2.9 3.3
⼀軸圧縮強さの代表値 [MPa] 9〜28 74〜90 92〜106 108〜110 55〜66

②検討対象⺟岩の設定（3岩種の設定）

 処分場の設計および安全評価の観点から重要な特徴に着⽬して類型化した3岩種
（新第三紀堆積岩類，先新第三紀堆積岩類，深成岩類）を対象とした検討により，
わが国の代表的な５岩種について対応可能



第四紀⽕⼭／中⼼から15km範囲

産総研「20万分の1⽇本シームレス地質図」
および「⽇本の⽕⼭第3版」に基づき編集

②検討対象⺟岩の設定
（3岩種の地表分布）
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深成岩類
先新第三紀堆積岩類
新第三紀堆積岩類
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③地質環境モデルの構築（データの種類）

モデル パラメータ 広域スケール
（数⼗km×数⼗km）

処分場スケール
（5km×5km）

パネルスケール
（800m×800m）

地質構造
モデル

断層・割れ⽬の⻑さ・密度 全国規模の地質図・公開⽂献
深地層の研究施設のデータ

断層・割れ⽬の⾛向・傾斜 全国規模の地質図・公開⽂献
深地層の研究施設のデータ

深地層の研究
施設のデータ

堆積岩の岩相・分布・構造 全国規模の地質図・公開⽂献

⽔理地質
構造モデル

各地層の透⽔係数 全国規模のデータベース
深地層の研究施設のデータ

深地層の研究
施設のデータ

断層（⻑さ1km以上）の
透⽔係数 全国規模のデータベース －

断層・割れ⽬（⻑さ1km
未満）の透⽔量係数 － 深地層の研究施設のデータ

＊先新第三紀堆積岩類：全国規模で収集した地質環境情報のみ

 調査段階ごとに情報の質・量が異なることを考慮し，広域スケールでは主として全国規
模で収集した地質環境情報，処分場〜パネルスケールでは深地層の研究施設で取得
された地質環境情報を活⽤
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③地質環境モデルの構築（空間スケールに応じたモデル化⼿法）
 地下⽔流動場に影響を与える断層の分布はDFNモデル，断層・岩相の違いによる透
⽔不均質性は連続体モデルを適⽤し，⼊れ⼦構造になるようにモデル化

深成岩類 新第三紀堆積岩類 先新第三紀堆積岩類

広域
スケール

 断層（>1km）分布：
確率論的DFN

 ⽔理地質構造:連続体

 断層（>1km）分布：
確率論＋決定論的DFN

 岩相分布：連続体
 ⽔理地質構造：連続体

 断層（>10km）分布：
決定論的DFN

 断層（1~10km）分
布：確率論＋決定論的
DFN

 岩相分布：連続体
 ⽔理地質構造：連続体

処分場
スケール

 断層（1~10km）分
布：決定論的DFN

 断層・割れ⽬（<1km）
分布：確率論的DFN

 ⽔理地質構造：連続体

 断層 (1~10km) 分布：
決定論的DFN

 岩相分布：連続体
 ⽔理地質構造：連続体

 断層（1~10km）分
布：確率論＋決定論的
DFN

 岩相の分布：連続体
 ⽔理地質構造：連続体

パネルス
ケール

 断層・割れ⽬（<1km）
分布：確率論的DFN

 ⽔理地質構造：確率論
的DFN

 断層・割れ⽬（<1km）
分布：確率論的DFN

 ⽔理地質構造：連続体

 断層・割れ⽬（<1km）
分布：確率論的DFN

 ⽔理地質構造：確率論
的DFN
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③地質環境モデルの構築（深成岩類）

活断層 活断層

花崗岩

上部割れ⽬（⾵化）帯
被覆堆積岩層

100~200m
100~200m

地下⽔流動

淡⽔・塩⽔混合域
海

⼀般的に認められる地質環境の概念

広域スケール
（50km×50km）

処分場スケール
（5km×5km）

パネルスケール
（800m×800m）

X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Z [m]

Y [m] Y [m]

X [m]

Z [m]

1,000m

断層： ⻑さ1~10km⻑さ>10km， 断層・割れ⽬セット： 1， 2， 3

地質構造
モデルの例
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③地質環境モデルの構築（先新第三紀堆積岩類）

淡⽔・塩⽔混合域

第四紀堆積物

地下⽔流動
海

数⼗m

スラスト

⼀般的に認められる
地質環境の概念

1,000m

X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Y [m]

Z [m]

広域スケール
（40km×40km）

処分場スケール
（5km×5km）

パネルスケール
（800m×800m）

泥岩優勢基質 砂岩優勢基質 チャート岩塊 断層・割れ⽬セット： 1， 2， 3
スラスト 断層

地質構造
モデルの例
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③地質環境モデルの構築（新第三紀堆積岩類）

活断層 活断層基盤花崗岩
基盤堆積岩（古第三紀堆積岩類）

淡⽔・塩⽔混合域

地下⽔流動

海
被覆堆積岩層（第四紀堆積岩類）

数⼗m

⼀般的に認められる地質環境の概念

X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Y [m]

Z [m]

広域スケール
（30km×30km）

処分場スケール
（5km×5km）

パネルスケール
（800m×800m）

断層・割れ⽬セット： 1， 2， 3砂岩泥岩互層 砂岩層第四紀層 上部／下部泥岩層 礫岩層 基盤岩

500m

地質構造
モデルの例
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新第三紀堆積岩類：地質構造モデル構築のパラメータの設定
 「第四紀⽕⼭の中⼼から半径15km以内」を除外した範囲において，新第三紀堆積岩

類分布域の約71％を対象に地質図幅の判読などにより各パラメータの値を設定

累
積

三
次

元
密

度
（

m
2 /

m
3 ）

1 10 102 103 104 105

断層・割れ⽬の⻑さ（m）

10-1

10-2

10-3

10-4

10-5

10-6

 活動セグメント（地表）
 ⽇本の断層マップ（地表）
 リニアメント判読結果

褶曲 褶曲 単斜単斜

波⻑

波⾼
傾斜

北海道⽴地下資源調査所5万分の1地質図幅「豊富」

断層・割れ⽬の累積三次元密度・⻑さ

地質構造，褶曲波⻑・波⾼，地層傾斜

⽔平
単斜

褶曲
分布⻑

A
B
C
B

層厚

傾斜
波⾼

波⻑

軸⽅向
⻑さ分布密度

⾛向 軸⻑
岩相

傾斜

広がり広がり

深さ

断層
（割れ⽬）

褶曲構造

地質構造

地層

堆積盆

モデル⼊⼒パラメータ
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新第三紀堆積岩類：地質構造・⽔理地質構造モデル（広域）

X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Y [m]

Z [m]

 新第三紀の広域応⼒場の変遷に伴う地
層の傾動や褶曲構造などの地質構造の
発達史および断層の形成順序を考慮

 異なる岩相の分布などによる⽔理学的特
性の不均質性や断層の透⽔異⽅性が
顕著ではないという調査事例を考慮

断層>10km
断層10~1km

礫岩層
基盤岩類

第四紀層

砂岩泥岩互層

砂岩層
上部／下部泥岩層

断層の空間分布モデル

三次元地質構造モデル

X [m]

Y [m]

Z [m]

三次元⽔理地質構造モデル
-8 -7 -6-7.5 -6.5 -5-5.5

透⽔係数
（m/s）の対数値

⽔理地質構造モデルの設定パラメータ
⽔理地質区分 透⽔係数（m/s） 特記事項

第四紀層 1.0×10-5 全国DB
泥岩層 2.3×10-8 全国DB+幌延DB

砂岩泥岩互層 鉛直⽅向：2.3×10-8

⽔平⽅向：5.3×10-7
鉛直⽅向：泥岩層
⽔平⽅向：砂岩層

砂岩層 5.3×10-7 全国DB
礫岩層 6.5×10-8 全国DB

基盤岩類 1.1×10-8 全国DB
断層>1km 5.4×10-7 幌延DB
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新第三紀堆積岩類：地下⽔流動特性（広域）

 処分場スケールの領域は，移⾏時間が相対的に⼤きい領域から，複雑な地質構造を
対象とした処分場の設計および⻑期安全性の確保の検討を⽬的として選定

地質構造ダルシー流速分布に基づく移⾏時間分布

Y [m]

X [m]

処分場スケールの
領域（5km×5km）

 全国を対象とした地下⽔流動解析および深地層の研究施設における地質環境調査に
より導出された動⽔勾配（0.003〜0.04）よりも保守的な動⽔勾配（0.05）となる
ように固定⽔頭境界を設定し，直交2⽅向で地下⽔流動解析を実施

移⾏時間（千年）

0 20 4010 30 6050 70 80 90 100

Y [m]

X [m]

動
⽔

勾
配

0.
05

地下施設設置深度
500m⽔平断⾯

礫岩層砂岩泥岩互層
砂岩層上部／下部泥岩層

東京
ご意⾒を反映
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X [m]

Y [m]

Z [m]

X [m]

Y [m]

Z [m]

新第三紀堆積岩類：地質構造・⽔理地質構造モデル（処分場）
 広域スケールにおける地質構造モデルか

ら選定した領域を切り出し
 上部泥岩層および下部泥岩層にそれぞ

れ異なる透⽔性を設定

第四紀層

地下施設設置深度500 m⽔平断⾯

三次元地質構造モデル 三次元⽔理地質構造モデル

⽔理地質構造モデルの設定パラメータ
⽔理地質区分 透⽔係数（m/s） 特記事項

第四紀層 1.0×10-5 全国DB
上部泥岩層 2.0×10-9 幌延DB
下部泥岩層 4.4×10-8 幌延DB

砂岩泥岩互層 鉛直⽅向：2.3×10-8

⽔平⽅向：5.3×10-7
鉛直⽅向：泥岩層
⽔平⽅向：砂岩層

砂岩層 5.3×10-7 全国DB
断層>1km 5.4×10-7 幌延DB

砂岩層上部泥岩層
下部泥岩層

砂岩泥岩互層
透⽔係数

（m/s）の対数値

-9 -7 -5-8 -6

Y [m]

X [m]
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新第三紀堆積岩類：地下⽔流動特性（処分場）

 パネルスケールの領域は，移⾏時間が相対的に⼤きい上部泥岩の分布域において，
処分場の設計の⽬的から深度⽅向に⼗分な広がりを有するように選定

地質構造ダルシー流速分布に基づく移⾏距離
500mまでの移⾏時間分布

 広域スケールにおける地下⽔流動解析により得られた全⽔頭分布に基づき，固定⽔頭
境界を設定して地下⽔流動解析を実施

Y [m]

X [m]

動
⽔

勾
配

0.
05

地下施設設置深度
500m⽔平断⾯

移⾏時間（千年）

0 50 100 150 200 250

Y [m]

X [m]

東京
ご意⾒を反映

砂岩層上部泥岩層
下部泥岩層 断層

パネルスケールの
領域（800m×800m）
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新第三紀堆積岩類：地質構造・⽔理地質構造モデル（パネル）
 深地層の研究施設における地質学的調
査の結果などに基づき，上部泥岩層お
よび下部泥岩層にそれぞれ異なる断層・
割れ⽬セットを設定

X [m]

Y [m]

Z [m]

 深地層の研究施設における孔内⽔理試
験の結果などに基づき，基質および割れ
⽬の⽔理特性を組み合わせて空間的な
透⽔不均質性をモデル化

三次元地質構造モデル
上部泥岩

三次元⽔理地質構造モデル
上部泥岩

透⽔係数
（m/s）の対数値

-10 -9 -8 -7 -6
断層・割れ⽬セット

1， 2， 3

⽔理地質構造モデルの設定パラメータ
⽔理地質区分 透⽔量係数（m/s） 特記事項
上部泥岩層 1.1×10-8 幌延DB・対数平均
下部泥岩層 7.8×10-8 幌延DB・対数平均
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5-10

[mm]

基質

15-20

5-10

マトリクス拡散

移流

割れ目充填鉱物

開口チャンネル

10-205-20

移流

[mm]

基質

母岩起源粘土・岩片

開口チャンネル

破砕部5-90

5-300

移流

マトリクス拡散

③地質環境モデルの構築（微細透⽔構造の概念モデル化）

深成岩類 先新第三紀堆積岩類新第三紀堆積岩類

（Ono et al.，2016）（杉⼭ほか，2003）（Ota et al., 1999）

 地質環境調査などの事例に基づき，検討対象⺟岩中の放射性核種の移⾏・遅延を
⽀配する微細透⽔構造（数cm〜数⼗cmスケール）の概念モデルを構築
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③地質環境モデルの構築（モデル⽔質の設定）
 閉鎖後⻑期の安全性の評価においては，品質保証された地下⽔⽔質データセットに基

づく検討が不可⽋であることから，品質保証された地下⽔⽔質データを選定

該当しない場合

該当しない場合

②に該当しない場合

Ⅱ地下⽔⽔質データのスクリーニング
①検討対象⺟岩に該当
②深度300 m以深に該当

Ⅲ深部地下⽔⽔質データのスクリーニング
①掘削⽔による汚染が10％未満
②トリチウム濃度が1 TU未満
③脱ガスの影響が⼩さいことが説明可能
④電荷バランスがガイドラインに適合

ⅤPHREEQC／JAEA-TDBを⽤いた地球化学
モデリング

①pH：地下⽔と⽅解⽯との化学平衡
②Eh：地下⽔と⻩鉄鉱との化学平衡
③Al3+，Si4+：地下⽔とスメクタイト・⽯英（深

成岩類）もしくはスメクタイト・クリストバル⽯
（新第三紀堆積岩類／先新第三紀堆積岩
類）との化学平衡

④Na+：電荷バランスの補正

Ⅰ地下⽔⽔質データの収集

低／⾼Cl-濃度地下⽔⽔質データの設定

Ⅳ地球化学モデリングの初期条件の設定
①分析値の平均値の算出
②地下施設設置深度に応じた地温の設定
③地下⽔と接する鉱物の設定

モデル⽔質データセットの設定

Ⅲa浅部地下⽔⽔質データのスクリーニング
①Ⅲ①〜④の要求品質を満⾜
②深部地下⽔⽔質の特徴と類似

初期地下⽔⽔質データの設定

Ⅲb他岩種の地下⽔⽔質データの利⽤

 検討対象⺟岩のそれぞれについて設定した低Cl-濃度および⾼Cl-濃度のモデル⽔質は，
わが国に分布する地下⽔⽔質をほぼ網羅
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品質の観点からの地下⽔⽔質データのスクリーニング（1/2）
 全国規模のデータベースや深地

層の研究施設で取得された深
度300m以深の地下⽔⽔質
データを対象にスクリーニング
 掘削⽔による汚染が10％

未満
 トリチウム濃度が1TU未満
 地下⽔の原位置pHやガス

濃度が測定されている場
合，採⽔時の脱ガスの影
響が⼩さいと推定

 電荷バランスが⽇本分析
化学会（1996）のガイド
ラインに適合

 深成岩類の地下⽔および新第
三紀堆積岩類の⾼Cl-濃度地
下⽔の⽔質データを選定

Cl-濃度（mg/L）

深
度

（
m

bg
l）

0

300

500

1,000

1,500

1 10 100 1,000 10,000

 深成岩類
 新第三紀堆積岩類
 先新第三紀堆積岩類
 選定したデータ

低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度 ⾼Cl-濃度
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品質の観点からの地下⽔⽔質データのスクリーニング（2/2）
 深度300m以浅の地下⽔⽔

質データについて，同様の要求
品質でスクリーニング

 新第三紀堆積岩類について
は，深度300m以深に胚胎す
る地下⽔と同様の特徴（還元
性雰囲気，⻑期間にわたり滞
留）を有する低Cl-濃度地下
⽔を設定

 先新第三紀堆積岩類について
は，地下⽔⽔質の幅や鉱物
組成などの類似性を考慮し，
新第三紀堆積岩類の地下⽔
⽔質データを設定

 深成岩類
 新第三紀堆積岩類
 先新第三紀堆積岩類
 選定したデータ

⾼Cl-濃度低Cl-濃度

低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度

Cl-濃度（mg/L）

深
度

（
m

bg
l）

0

300

500

1,000

1,500

1 10 100 1,000 10,000
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地球化学モデリングによるモデル⽔質の設定
 地球化学モデリングの初期条件として・・・
 初期⽔質は，基本的に選定した地下⽔⽔質データの算術平均値，定量値がない

場合は検出限界値を設定
 地温は，地下施設設置深度を考慮し，深成岩類・先新第三紀堆積岩類（深度

1,000m）は45℃，新第三紀堆積岩類（深度500m）は30℃を設定
 地下⽔との化学平衡反応に寄与する鉱物は，⽔みちの観察結果などに基づき，⽅

解⽯，⻩鉄鉱，スメクタイトに加え，深成岩類は⽯英など，新第三紀堆積岩類・
先新第三紀堆積岩類はイライト，カオリナイト，クリストバル⽯などを設定

 PHREEQC ver.3.0（Parkhurst and Appelo, 2013）およびJAEA β-TDB
ver.1.07（JAEA，2017）を使⽤して化学平衡計算を実施
 pHは，地下⽔と⽅解⽯との化学平衡を仮定して設定
 peは，原位置Eh測定値と整合する地下⽔と⻩鉄鉱との化学平衡を仮定して設定
 Al3+・Si4+は，コロイドの影響による分析値の過⼤評価を補正するため，地下⽔と
スメクタイト・⽯英（深成岩類）または地下⽔とスメクタイト・クリストバル⽯（新
第三紀堆積岩類・先新第三紀堆積岩類）との化学平衡を仮定して設定

 Na+は，電荷バランスを補正するために加除して補正
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③地質環境モデルの構築（深成岩類のモデル⽔質）
検討対象⺟岩 深成岩類 検討対象⺟岩 深成岩類
地下⽔タイプ 低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度 地下⽔タイプ 低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度

初期 モデル 初期 モデル 初期 モデル 初期 モデル
温度(℃) 45 45 H2S 4.79E-10 2.75E-09

pH 9.08 8.16 8.35 7.56 HS- 1.30E-08 2.16E-08
Eh -301 -259 SO4

2- 6.89E-06 1.36E-05
(mol/L) (mol/L) (mol/L) (mol/L) イオン強度 0.004 0.065

Na+ 2.96E-03 3.09E-03 1.81E-02 1.72E-02 (SI) (SI) (SI) (SI)
K+ 1.58E-05 1.58E-05 1.02E-04 1.02E-04 曹⻑⽯ -0.92 -0.88 -0.32 -0.72

Mg2+ 8.23E-06 8.23E-06 6.17E-05 6.17E-05 ⽅解⽯ 0.72 0.00 0.44 0.00
Ca2+ 3.96E-04 3.96E-04 1.60E-02 1.60E-02 CO2ガス -4.37 -3.29 -4.60 -3.45

total Fe 8.95E-07 8.95E-07 4.92E-07 4.92E-07 α-クリストバル⽯ -0.74 -0.51 -0.57 -0.51
Al3+ 3.71E-06 7.91E-07 1.04E-06 2.84E-07 苦灰⽯ 1.05 -0.41 -0.22 -1.09
F- 5.68E-04 5.68E-04 1.26E-04 1.26E-04 針鉄鉱 - 1.11 - -0.48
Cl- 2.34E-03 2.34E-03 4.90E-02 4.90E-02 イライト 1.99 2.35 2.64 2.50
Br- 4.32E-06 4.32E-06 3.88E-05 3.88E-05 カオリナイト 1.72 2.67 2.28 2.85
I- 7.88E-06 7.88E-06 5.52E-06 5.52E-06 Ca-モンモリロナイト -0.19 0.24 0.40 0.24

total S 7.28E-06 7.28E-06 2.03E-05 2.03E-05 Na-モンモリロナイト -0.43 0.00 0.17 0.00
total P 6.46E-07 6.46E-07 5.26E-06 5.26E-06 ⽩雲⺟ 0.39 0.89 1.23 1.29
total N 2.03E-05 2.03E-05 2.77E-05 2.77E-05 ⻩鉄鉱 - 0.00 - 0.00
total C 7.39E-04 9.48E-04 1.12E-04 2.16E-04 ⽯英 -0.23 0.00 -0.06 0.00

Si4+ 2.57E-04 3.20E-04 2.92E-04 3.05E-04 菱鉄鉱 - -0.63 - -2.43
B3+ 4.62E-06 4.62E-06 2.73E-04 2.73E-04 ⾮晶質シリカ -1.20 -0.97 -1.04 -0.97

CO2(aq) 1.18E-05 8.06E-06
HCO3

- 9.11E-04 1.81E-04
CO3

2- 1.06E-05 8.16E-07
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③地質環境モデルの構築（新第三紀堆積岩類のモデル⽔質）
検討対象⺟岩 新第三紀堆積岩類 検討対象⺟岩 新第三紀堆積岩類
地下⽔タイプ 低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度 地下⽔タイプ 低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度

初期 モデル 初期 モデル 初期 モデル 初期 モデル
温度(℃) 30 30 H2S 9.53E-11 1.41E-09

pH 8.20 8.38 6.57 6.54 HS- 2.93E-09 8.45E-10
Eh -282 -168 SO4

2- 1.20E-04 2.57E-06
(mol/L) (mol/L) (mol/L) (mol/L) イオン強度 0.004 0.238

Na+ 2.47E-03 2.77E-03 2.15E-01 2.18E-01 (SI) (SI) (SI) (SI)
K+ 3.01E-05 3.01E-05 3.18E-03 3.18E-03 曹⻑⽯ 0.74 -0.62 2.71 -0.38

Mg2+ 1.47E-05 1.47E-05 4.95E-03 4.95E-03 ⽅解⽯ -0.17 0.00 0.03 0.00
Ca2+ 2.26E-04 2.26E-04 3.45E-03 3.45E-03 CO2ガス -3.17 -3.36 -0.47 -0.45

total Fe 8.45E-07 8.45E-07 3.25E-05 3.25E-05 α-クリストバル⽯ 0.02 0.00 0.21 0.00
Al3+ 4.82E-07 2.20E-08 3.71E-07 1.31E-09 苦灰⽯ -0.31 0.02 1.50 1.44
F- 1.90E-04 1.90E-04 6.49E-06 6.49E-06 針鉄鉱 - 1.19 - -1.22
Cl- 1.11E-03 1.11E-03 2.08E-01 2.08E-01 イライト 5.07 1.69 8.43 2.06
Br- 4.44E-06 4.44E-06 7.98E-04 7.98E-04 カオリナイト 4.55 1.46 7.37 2.08
I- 3.94E-06 3.94E-06 1.83E-04 1.83E-04 Ca-モンモリロナイト 2.60 0.15 4.63 -0.31

total S 1.24E-04 1.24E-04 4.09E-06 4.09E-06 Na-モンモリロナイト 2.43 0.00 4.94 0.00
total P 5.62E-06 5.62E-06 5.92E-06 5.92E-06 ⽩雲⺟ 3.71 -0.73 8.22 0.25
total N 2.54E-06 2.54E-06 1.01E-02 1.01E-02 ⻩鉄鉱 - 0.00 - 0.00
total C 1.69E-03 1.66E-03 3.93E-02 4.00E-02 ⽯英 0.56 0.54 0.75 0.54

Si4+ 7.73E-04 7.47E-04 1.08E-03 6.64E-04 菱鉄鉱 - -0.40 - 0.07
B3+ 4.62E-06 4.62E-06 1.02E-02 1.02E-02 ⾮晶質シリカ -0.47 -0.49 -0.28 -0.49

CO2(aq) 1.40E-05 1.10E-02
HCO3

- 1.60E-03 2.47E-02
CO3

2- 2.42E-05 1.20E-05
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③地質環境モデルの構築（先新第三紀堆積岩類のモデル⽔質）
検討対象⺟岩 先新第三紀堆積岩類 検討対象⺟岩 先新第三紀堆積岩類
地下⽔タイプ 低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度 地下⽔タイプ 低Cl-濃度 ⾼Cl-濃度

初期 モデル 初期 モデル 初期 モデル 初期 モデル
温度(℃) 45 45 H2S 3.32E-10 4.69E-09

pH 8.20 8.15 6.57 6.33 HS- 8.65E-09 2.49E-09
Eh -289 -171 SO4

2- 1.19E-04 2.52E-06
(mol/L) (mol/L) (mol/L) (mol/L) イオン強度 0.004 0.238

Na+ 2.47E-03 2.82E-03 2.15E-01 2.19E-01 (SI) (SI) (SI) (SI)
K+ 3.01E-05 3.01E-05 3.18E-03 3.18E-03 曹⻑⽯ -0.04 -0.66 2.03 -0.42

Mg2+ 1.47E-05 1.47E-05 4.95E-03 4.95E-03 ⽅解⽯ 0.04 0.00 0.24 0.00
Ca2+ 2.26E-04 2.26E-04 3.45E-03 3.45E-03 CO2ガス -3.07 -3.02 -0.36 -0.12

total Fe 8.45E-07 8.45E-07 3.25E-05 3.25E-05 α-クリストバル⽯ -0.13 0.00 0.07 0.00
Al3+ 4.82E-07 4.25E-08 3.71E-07 2.44E-09 苦灰⽯ 0.18 0.08 2.00 1.51
F- 1.90E-04 1.90E-04 6.49E-06 6.49E-06 針鉄鉱 - 1.25 - -1.12
Cl- 1.11E-03 1.11E-03 2.08E-01 2.08E-01 イライト 3.39 1.47 6.96 1.84
Br- 4.44E-06 4.44E-06 7.98E-04 7.98E-04 カオリナイト 2.93 1.18 5.93 1.79
I- 3.94E-06 3.94E-06 1.83E-04 1.83E-04 Ca-モンモリロナイト 1.43 0.21 3.62 -0.25

total S 1.24E-04 1.24E-04 4.09E-06 4.09E-06 Na-モンモリロナイト 1.20 0.00 3.87 0.00
total P 5.62E-06 5.62E-06 5.92E-06 5.92E-06 ⽩雲⺟ 1.61 -1.08 6.38 -0.09
total N 2.54E-06 2.54E-06 1.01E-02 1.01E-02 ⻩鉄鉱 - 0.00 - 0.00
total C 1.69E-03 1.70E-03 3.93E-02 4.66E-02 ⽯英 0.38 0.51 0.58 0.51

Si4+ 7.73E-04 1.03E-03 1.08E-03 9.18E-04 菱鉄鉱 - -0.40 - 0.10
B3+ 4.62E-06 4.62E-06 1.02E-02 1.02E-02 ⾮晶質シリカ -0.59 -0.46 -0.40 -0.46

CO2(aq) 2.20E-05 1.67E-02
HCO3

- 1.64E-03 2.55E-02
CO3

2- 1.83E-05 9.57E-06
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１ 地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２ 地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３ 検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５ 前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）

⾃然現象の影響を特定し必要となる基盤情報を整理できる
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第四紀の⽕⼭・⽕成活動に係る知⾒
 ⽕⼭の分布・活動は海洋

プレートの沈み込みに対
応しており，⽕⼭フロント
の位置は過去数百万年
間にわたって安定

 東北⽇本の前弧域および
四国地⽅では，少なくと
も過去数百万年間にわた
って⽕⼭・⽕成活動が発
⽣していないことを確認

 ⽕⼭フロントの背弧域では，⽕⼭活動域とそれ以外の領域とが識別可能
 過去数⼗万年間において，10万年間以上にわたり⽕⼭が存在していなかった地域にお

いても，⽕⼭の新規発⽣事例を確認
 東北⽇本の前弧域および四国地⽅では，将来10万年程度を超える期間において，

⽕⼭・⽕成活動が閉鎖後⻑期の安全性に影響を及ぼす可能性は極めて⼩さいと推測
 ⽕⼭フロントの背弧域では，将来10万年程度を超える期間において，⽕⼭の新規発
⽣を想定

砂⼦原：50〜20万年前沼沢：約11万年前

背弧域における⽕⼭活動（⼭元，2011を編集）
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将来の⽕⼭・⽕成活動の発⽣可能性に係る知⾒
 将来10万年程度を超える期間における⽕

⼭の新規発⽣をITM-TOPAZ⼿法などを⽤
いて確率論的に評価

 ⽕⼭フロントの背弧域において，「第四紀⽕
⼭の中⼼から半径15km以内」を除外した範
囲の100km2領域における⽕⼭の新規発⽣
の確率は，1年あたり最⼤でも1×10-6程度

■ 低：全てのモデルの発⽣確率が10-8/年未満
■ 中：全てのモデルの発⽣確率が10-7/年以下で，
■ 中：10-8/年を超えるモデルが⼀つ以上
■ ⾼：発⽣確率が10-7/年を超えるモデルが⼀つ以上

⼤阪
ご意⾒を反映

プロジェクト・
リスク

100万年間の⽕⼭の発⽣確率に基づく
プロジェクト・リスク（NUMO，2017を編集）



P.55

地震・断層活動とその発⽣可能性に係る知⾒
 第四紀以前に形成された断層は，第四紀以降の広域応⼒場に応じて，あるいは局所

的な応⼒場の変化などにより再活動
 活断層であることが確認される事例もあることから，現時点では活断層であるとは認定さ

れていないものの，活動性を有する断層が地下に存在する可能性があると推測
 地層中において初期のひび割れが活断層に成⻑するためには極めて⻑い時間が必要で

あり，断層が現存しない場所で活断層が新規に発⽣する可能性は極めて⼩さいと推測
 ⻑さ10km程度の断層により引き起こされると考えられるM6.5以上の内陸地震では，
震源断層が地表に出現する事例が確認

 地表において確認されていない断層が地下深部から地表に伸展する可能性を考慮して
おくことが重要

 1923年〜2016年3⽉に発⽣したM6.5以上の内陸地震の発⽣頻度（1年あたり約
0.3回）および断層活動による影響範囲がプロセスゾーンの幅として断層⻑さの1/100
程度であること考慮し，プロセスゾーンの出現可能性を評価

 プロセスゾーンが「第四紀⽕⼭の中⼼から半径15km以内」を除外した範囲の処分場ス
ケールの領域（5km×5km）に出現する確率は，10-10回/年オーダー

⼤阪
ご意⾒を反映
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地震・断層活動の影響に係る知⾒
 地震・断層活動に伴い，断層近傍（数m程度）の岩盤の透⽔性が増加し，数年以
内で活動以前と同様の状態に回復した事例や，地下⽔の湧出が数年にもわたって継
続する事例を確認

 地震・断層活動に伴い，起源や⽔質などの異なる地下⽔が地下深部から上昇し混合し
たことや，酸化性地表⽔が地下深部に浸透したことなどに起因すると考えられる地下⽔
⽔質の変化および数年で活動以前と同様の状態への回復に係る事例を確認
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１ 地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２ 地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３ 検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４ 将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）
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前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
 検討対象⺟岩の設定

7岩種から3岩種に絞り込んだプロセスを明確に⽰すべき
 7岩種から2岩種を除外し，残りの5岩種を3岩種に類型化したプロセスとその科学・
技術的根拠について，本編・付属書に記述

 地下⽔流動解析の境界条件
地下⽔流動の境界条件の設定について記述すべき
 全国規模で実施した地下⽔流動解析の結果や第２次取りまとめに⽰されている動

⽔勾配分布などに基づき保守的に考慮していることについて，本編・付属書に記述
 将来の⾃然現象の発⽣可能性

将来100万年間の⾃然現象の発⽣確率も考慮していることを明記すべき
 「第四紀⽕⼭の中⼼から半径15km以内」を除外した範囲を対象とした，⽕⼭フロ

ントの背弧域における⽕⼭の新規発⽣および断層（プロセスゾーン）の出現可能
性の確率について，本編・付属書に記述
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説明内容（地層処分に適した地質環境の選定およびモデル化）
１ 地質環境が安全確保に果たす役割（3.1節）
２ 地層処分に適した地質環境の選定プロセス（3.2節）
３ 検討対象⺟岩のモデル化（3.3節）
４ 将来における⾃然現象の発⽣可能性（3.4節）
５ 前回の報告会での主なご意⾒と報告書への反映
６ まとめと今後の取り組み（3.5節）
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まとめ
 わが国の多様な地質環境に適⽤可能な，地層処分に適した地質環境の選定に係る
基本的な考え⽅や実践的な⽅法論，調査・評価の技術基盤の整備について，第２
次取りまとめ以降の着実な進展を提⽰

 段階的に取得する地質環境情報を地質環境モデルとして整合的に解釈・統合する技術
を保有し，これを展開することが可能であり，提⽰した地質環境モデルは⽂献調査の段
階以降における基本形

 本報告書の取りまとめを通じて特定された技術的課題および国の審議会などで提⽰され
た技術的課題を概要調査の的確な実施の観点から網羅的に整理

 第２次取りまとめからの⼤きな進展として・・・
 地層処分の観点から重要となる特徴を考慮して，堆積岩を新第三紀堆積岩類およ

び先新第三紀堆積岩類に分類し，３岩種の検討対象⺟岩を設定
 地下深部で実際に取得された地質環境情報に基づき，地下深部の地質環境の特

徴を考慮して，詳細度を変えた地質環境モデルを構築
 NUMOは，三段階のサイト選定における地質環境調査・評価および地質環境情報の

解釈・統合を通じた地質環境モデルの構築を的確に実施し，この結果に基づく処分場
の設計および安全評価の繰り返しにより，地層処分に適した地質環境の選定を可能と
する技術基盤を整備
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今後の技術開発への取り組み
 本報告書の取りまとめを通じて特定された技術的課題および国の審議会などで提⽰され

た技術的課題を網羅的に整理し，概要調査を的確に実施する観点（調査・評価技
術の信頼性の向上や実証的な取り組みを通じた⾼度化）から具体化

分類 実施項⽬

⾃然現象の発⽣とそ
の影響に係る今後の
取り組み

 ⽕⼭・⽕成活動の発⽣および影響の評価技術の⾼度化
 深部流体の移動・流⼊に係る現象理解および影響の評価技術の整備
 地震・断層活動の活動性および影響の調査・評価技術の⾼度化
 地形・地質学的情報に基づく隆起・侵⾷の調査・評価技術の⾼度化
 ⻑期的な⾃然現象の発⽣可能性および地質環境の状態変遷に係る評価技

術の整備

地質環境特性とその
⻑期変遷に係る今
後の取り組み

 ⽔みちの⽔理・物質移動特性の評価技術の整備
 沿岸海底下の地質環境特性の調査・評価技術の整備
 地質環境特性の⻑期変遷のモデル化技術の⾼度化
 ボーリング孔における体系的な調査・モニタリング・閉塞技術の整備

サイト調査のための
技術基盤の強化に
係る今後の取り組み

 ⾃然現象の発⽣とその影響に係る科学的知⾒の蓄積
 地質環境特性とその⻑期変遷に係る科学的知⾒の蓄積
 地質環境調査・評価技術に係る技術的知⾒の拡充
 品質マネジメントシステムの拡充
 実践的な経験の蓄積
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ご清聴ありがとうございました
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